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1. ロシアによるウクライナ侵略、膠着する戦争

2. トランプ米国(グリーンランド獲得志向、NATOへの不満、イラン攻

撃、関税)

3. 中国への警戒(政府レベル)、中国市場への依存(輸出産業界)

4. 域内経済政治情勢(インフレ、生活者・産業界の不満、グリーン

系の衰退、右系の伸長)

5. 引き続くエネルギー危機
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Part I EUを取り巻く内外情勢
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Part II 日EU関係：現状（貿易）
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Part II 日EU関係：現状（投資）



• 1958年 EEC（欧州経済共同体）設立

• 1967年 EC（欧州共同体）（経済、石炭鉄鋼、原子力3共同体の統合）

• 1970-1980年代前半： 貿易摩擦時代
  - 1982年フランス・ポワチエVTR通関事件、1983年自動車輸出自主規制等

• 1980年代後半～1990年代：日EC協力関係への転換
  - 1987年 日欧産業協力センター発足

- 1991年 「日・EC共同宣言」（①年1回の首脳会議開催、②政治・経済・文化等協力、③冷戦後
の国際秩序づくり）

- 1993年 EC単一市場、欧州連合（EU）発足

• 2000～2010年代：日EU協力関係の進化（科学技術、原子力、競争政策、
MRA等）
- 2019年 日EU EPA、日EU SPA発効

• 2020年代：日EU戦略的パートナーシップの時代（グリーンアライアンス、
デジタルパートナーシップ、競争力アライアンス等） 6

Part II  日EU関係：歴史



•ホライゾン・ヨーロッパ： EU研究開発イノベーションプログラム
(2021-2027年955億€)

•準参加のねらい：

-研究開発イノベーションの生産性の向上

-社会課題解決志向のイノベーション

-共同研究による日本とEUのシナジー効果

-国際標準作り
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Part II  日EU関係：ホライゾンヨーロッパへの      
日本の準参加（2026年）



EU
日本政府（内閣府・経産省・文科省）

・政府窓口は内閣府に一元化。HEとの情報連絡窓口、合同委員会への参加。

・EUへのサスペンション連絡 等

ナショナルコンタクトポイント（NCP）代表機関
・国内応募・採択状況のモニタリング
・EU各種委員会等への出席
・国内周知活動、問合せ対応
・研究計画のブラッシュアップ等サポート、等

日本研究主体
（大学、研究機関、企業等）

戦略プログ
ラム委員会

Cluster1
健康

Cluster2
文化・創造
包摂的な社会

Cluster3
市民安全

Cluster4
デジタル、
産業、宇宙

Cluster5
気候、エネル
ギー、モビリティ

Cluster6
食料、バイオ、資
源、農業、環境

共同研究
センター
（JRC）
理事会

法務財務

指名・委託

連絡

専門家 専門家 専門家専門家専門家 専門家 専門家

拠出

HE国内推進委員会
（政府＋外部専門家）
・国内運営実施方針策定

・成果目標・評価・モニタリング実施

EU研究主体
（大学、研究機関、企業等）

研究費（日本原資）

研究費（EU原資）

共同申請

研究計画の
ブラッシュアップ等

相談業務

委員会への参加等
対応

ホライゾンヨーロッパへの日本の準参加（体制）



ホライゾンヨーロッパへの過去の参加事例（日本企業）
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クラスター1（健康 / Health）
クラスター2（文化・創造性・包摂的社会 / Culture, Creativity and Inclusive Society）
クラスター3（市民社会のための安全保障 / Civil Security for Society）

クラスター4（デジタル・産業・宇宙 / Digital, Industry and Space）
クラスター5（気候・エネルギー・モビリティ / Climate, Energy and Mobility）
クラスター6（食料・バイオエコノミー・天然資源・農業・環境 / Food, Bioeconomy, 
Natural Resources, Agriculture and Environment）



Cluster 2

Piloting novel cost-competitive bifacial IBC 
technology for vertical integrated European GW 

scale PV production value chain

(IBC4EU)

ISC Konstanz (DE)

Toyo Aluminium K.K.

GREen ENdeavor in Art ResToration

(GREENART)

CSGI (IT)

Tokyo University of Science

Nikko Chemicals Co.Ltd.

Shiseido Co.Ltd.

Optimising Colorectal Cancer Prevention 
Trough Personalised Treatment With Artificial 

Intelligence

(OperA)

Universitetet I Oslo (NO)

Showa University

Tokai National Higher Education And Research 
System

Cluster 1 Cluster 3

Cluster 4 Cluster 5 Cluster 6

Orchestrating next-generation mobile 
modular laboratories for pandemic 

monitoring preparedness

(ONELAB)

Stichting Amsterdam Umc (NL)

Saitama Medical University

Marine Protected Areas Europe

(MPA Europe)

Nord Universitet (NO)

University of Ryukyu

Indo-Pacific-European Hub for Digital 
Partnerships: Trusted Digital Technologies for 

Sustainable Well-Being

(INPACE)

GAC  (FR)

The University of Tokyo

ホライゾンヨーロッパへの過去の参加事例（企業・大学）

クラスター1（健康 / Health）
クラスター2（文化・創造性・包摂的社会 / Culture, Creativity and Inclusive Society）
クラスター3（市民社会のための安全保障 / Civil Security for Society）

クラスター4（デジタル・産業・宇宙 / Digital, Industry and Space）
クラスター5（気候・エネルギー・モビリティ / Climate, Energy and Mobility）
クラスター6（食料・バイオエコノミー・天然資源・農業・環境 / Food, Bioeconomy, 
Natural Resources, Agriculture and Environment）

https://cordis.europa.eu/project/id/101084259
https://cordis.europa.eu/project/id/101060941
https://cordis.europa.eu/project/id/101057099
https://cordis.europa.eu/project/id/101073924
https://cordis.europa.eu/project/id/101059988
https://cordis.europa.eu/project/id/101135568


ホライゾンヨーロッパへの過去の参加事例（在欧日系企業）
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クラスター1（健康 / Health）
クラスター2（文化・創造性・包摂的社会 / Culture, Creativity and Inclusive Society）
クラスター3（市民社会のための安全保障 / Civil Security for Society）

クラスター4（デジタル・産業・宇宙 / Digital, Industry and Space）
クラスター5（気候・エネルギー・モビリティ / Climate, Energy and Mobility）
クラスター6（食料・バイオエコノミー・天然資源・農業・環境 / Food, Bioeconomy, 
Natural Resources, Agriculture and Environment）



概要

• 1999年発足。日本・EUのビジネスリーダーが年に１回総会を開催し両政
府に政策提言。

• 現在日本側議長：遠藤信博NEC特別顧問、EU側議長：Robert M. Davis
メルクCEO

構成
- Working Party 1 貿易・投資・規制協力、会計・税制・金融
- Working Party 2 ライフサイエンスとバイオテクノロジー、健康・福祉
- Working Party 3 デジタルイノベーションとモビリティ」
- Working Party 4 環境と持続可能な発展
(-防衛産業タスクフォース） 
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Part III  日EUビジネスラウンドテーブル（BRT)
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Part III  日EU BRT: メンバー
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Part III  日EU BRT: 年次総会風景

（2026年4月） （2026年4月）
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Part III  日EU BRT: 提言書の両政府首脳への手交

（2025年7月）



• 「両国は効率性と開放性、そして持続可能性を備えたグローバルサプライチェーン、国
際社会の発展、そして持続可能性 に関する多国間協力を強く支持している。世界は今、
大国間の激しい地政学的競争へと逆行しつつある。その中にあって、日本と EU のよう
に互いに信頼できるパ ートナーが保護主義や経済の変動、そして産業構造の急変と
いった課題を乗り越 えようと手を携えることは、これまで以上に重要になっている」

＜貿易＞（抄）

• 「WTO及び同機関が策定する貿易ルールは、互恵的な自由で公平かつ予見可能性の
高い貿易関係の核心をなすものである。BRTは日・EU両政府がWTO 体制に継続的にコ
ミットしていることを歓迎する。日・EU は強固な多国間主義、国際協力、市場開放を同
志国に対して引き続き提唱 し、またこれを国際的な議論の優先課題及び基準とすべき
である」

• 日・EUは新たな貿易障壁の悪影響を相殺するために、EPAなどの多国間及び二国間自
由貿易協定 (FTA) を構築し、さらに充実させるべきである。
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第27回年次総会（２０２６年４月）結果（総括提言書 1）



＜経済安全保障＞（抄）

• BRT は、重要原材料及び鉱物を重視したサプライチェーンの多様化、単一サプライ ヤーへの依存の低減、供給途絶に対する回復
力の強化を目指す日・EU の取組を歓迎する。BRT は、セクター別のパイロット事業やサプライチェーン・タスクフォー スを通じて、サ
プライチェーンの相互補完を優先し迅速に取り組むことを推奨する。

• BRTはバッテリーのバリューチェーンにおける協力強化のための覚書 (MOU)が締結されたことを歓迎する。これは、2025 年7 月に
東京で開催された日・EU首脳会談 において、サプライチェーンの強靱化、重要鉱物のバリューチェーンの多様化、 及び新興技術の
保護についての共同のコミットメントを表明したことを受けたもので、日・EU産業協力強化の具体的な成果の一つである。

• BRTは戦略的技術分野における日・EU 間の産業連携を歓迎するとともに、これをさらに支援する所存である。具体的には、バリュー
チェーン全体を通じた相互投資を行う具体的なビジネスプロジェクトや、サプライチェーン上の双方の欠陥を補完するための供給
ネットワークの共有に向けた枠組みなどが挙げられる。

• 日・EUは自立的なデジタル技術に投資して不健全な依存関係を減らし、コネクティビティやデジタル ID、クラウド、半導体技術におけ
る安全性とセキュリティを推進する必要がある。 BRTは加えて、デジタルプラットフォームの競争環境と安全性、サイバーセキュリ
ティ、(特に公共サービスにおける) デジタルサービ スに関するさらなる連携強化を歓迎する。 日・EU はインフラの強靱化と多様化
及び保護に関するベストプラクティスを共有し、脆弱性の軽減に資するべきである。BRTは日・EU間を結ぶ海底直結ケーブルの 敷
設を提唱する。

• 日・EU は他国から輸入する技術や原材料に輸出規制がかけられるのを防ぐために、 例えば、物品やサービス、テクノロジーの武
器化に対抗するための手段となり得る重要技術を一覧にするといった方法で、両国の技術的リーダ―シップを正しく評価し、拡充、
活用すべきである。
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第27回（２０２６年４月）年次総会結果（総括提言書 2）
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第27回（２０２６年４月）年次総会結果（総括提言書 3）

＜産業競争力＞ （抄）
• 日・EU はホライズン・ヨーロッパを通じた具体的な協力の取組を加速させ、双方のイノベーションエコシステムが持つ相補性を生か
す必要がある。BRT は、デジタルテクノロジー、グリーンテクノロジー、そしてセキュリ ティ技術を含む先端的なイノベーションに関す

るホライズン・ヨーロッパのプロジェクトに、日本の企業、大学及び研究機関の研究者が直接参加する機会が増加、拡大することを
期待する。

• 日・EU は戦略的分野において、両国の競争力、強靱性、主権にと って不可欠な新たなフロンティア技術、具体的にはバイオ医療技
術、半導体、ク リーンテクノロジー、デュアルユース技術などをさらに強化して産業化を目指すべきである。BRT は日・EU競争力アラ

イアンスの策定とイノベーション機関同士の投資メカニズムの整備や連携を、両国が今後数十年にわたりテクノロジーの分野で競争
力を維持するうえで不可欠なものと考えている。

• 日・EU 間の連携をさらに緊密なものにするには、公共調達において戦略的商品の非価格要因に対する共通の基準を設けるなどの

方法を通じて安全かつ信頼性の高い市場を構築すること、信頼できるパートナーシップと互恵の原則に基づく市場への公平なアク
セスを確保することなどが含まれるべきである。この アプローチは鉄鋼、重要鉱物、バッテリー、ロボット工学、バイオテクノロジー、

バイオ製品などの世界的な供給過剰が市場の歪みを生み出しているセクターにまで拡大すべきである。ただし、両国の産業の発展
を妨げるような措置は回避すべきである。この点で例えば産業加速法 (IAA) は、競争力と経済安全保障を強化しつつ日・EU 両国の

産業界に相乗効果を生み出す重要な機会になり得る。それと同時に、産業競争力と経済安全保障を強化する政策を策定する際に
は、関連するすべてのセクターについて、信頼できるパートナー諸国への配慮を示すことが重要だとBRTは考える。
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第27回（２０２６年４月）年次総会結果（総括提言書4）

＜産業競争力＞ （抄）
• BRT は日・EU 競争力アライアンスの枠組みにおける日・EU 防衛産業対話の開催を歓迎する。BRTは日・EU競争力アライアンスの一
環として、日・EU 間の防衛産業における協力を推進する取組を、適切な方法で引き続き支援する意向である。

• 日・EU は、特にサイバーセキュリティ及びデジタルIDの分野において、競争力の観点から市場アクセスを簡略化し貿易を円滑化する
ために、特定の規制及び基準 を相互に承認する取組の第一段階に着手すべきである。電気通信分野の規格認証 に関する日・EU
相互承認協定 (MRA) は一つのモデルケースである。そして他のセクター (例：医薬品、バイオテクノロジー、AI、半導体など) への適
用についても 迅速な評価が可能である。 BRTは、例えば上市までの時間、臨床試験の承認といった影響に焦点を当てた主要業績
評価指標 (KPI) に基づく規制の簡素化を推奨する。規制の簡素化が実務上のニーズに即したものになり、その質が維持されるため

には、政策サイクルの全過程における確かな証拠と、構造化、包摂化されたステークホルダー対話が不可欠である。そうした対話の
場において、BRTは日・EU双方の企業の共通の見解を提示する用意がある。BRT は産業競争力の強化を目的とした政策を策定して
規制の予見性を確保し、コンプライアンス要件を満たすための過度の負担を回避することを求める。

• BRT は日・EU 間の効率とデータセキュリティを高めるデジタル形式 (例：デジタ ル・プロダクト・パスポート) の相互運用性を歓迎する。
日・EUはそれぞれ独自の、または共同のAI技術及びインフラの設計と導入に対して公的資金を優先的に投入するとともに、民間投
資を誘致すべきである。そしてそれにより特定の地域への依存度を低減すべきである。日・EU はロボット工学や物理AI等の分野で
技術的リーダーシップを活用して、AI を搭載した製品・サービスを共同開発すべきである。
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• 「ブリュッセル効果」：EUの規則や規範がEUを超えて国際経済・社会・事業

活動全般に影響を与えること（Anu Bradford コロンビア大教授）

• 日本のめざすべき「ブリュッセル・東京効果」：EUのルールメーキングパ

ワーを評価しつつそれが世界的に（特にアジアで）現実に浸透するように
EU側と調整してより実践的なアプローチをとること

- GDPR と個人情報保護法の相互承認

-産業競争力のための規制の簡素化、振興策

-気候変動対応のvarious pathways

-エネルギー政策の3Eへの回帰

Part IV 日EU関係の展望（個人的メッセージ）
「ブリュッセル効果」から「ブリュッセル・東京効果」へ



日欧産業協力センター

• 1987年 欧州委員会・経済産業省の合同決定により設立

• 2019年 EPA（経済連携協定）、SPA（戦略的パートナーシップ協定）
発効

• 2020年 一般財団法人化

•下記を通して日欧間の産業協力を促進。

① 政策対話（日EUビジネスラウンドテーブル）、政策セミナー、情報普及
② European Enterprise Network等を通したビジネス・マッチメーキング
③ インターン生交換による人材養成 (Vulcanusプログラム)
④ ホライズン・ヨーロッパによる共同研究・イノベーション促進

• EUJC賛助会員制度のご案内 | EU-Japan （有用な特典あり）
21

（追補）

https://www.eu-japan.eu/ja/EUJC_supporting_member
https://www.eu-japan.eu/ja/EUJC_supporting_member
https://www.eu-japan.eu/ja/EUJC_supporting_member
https://www.eu-japan.eu/ja/EUJC_supporting_member
https://www.eu-japan.eu/ja/EUJC_supporting_member
https://www.eu-japan.eu/ja/EUJC_supporting_member


政策セミナー（最近の開催事例）

• 2026.7.14 EU包装・包装廃棄物規則
（PPWR)の影響

• 2026.7.7 日本とEUの水素戦略

• 2026.7.1 防衛機関連企業の大陸間
パートナーシップ

• 2026.6.17 日EU防衛産業協力

• 2026.5.13 バッテリー最新動向と日EU
協力

• 2026.3.17 サーキュラーエコノミー最新
状況と課題

• 2026.2.19 サステナブルケミストリーの
期待と展望

• 2025.11.18 グリーンマテリアル

• 2025.11.13 CBAMの本格適用

• 2025.10.15 新次元の日EUデジタル
パートナーシップ

• 2025.9.22 洋上風力の期待と展望

• 2025.9.4 欧州のイノベーションエコ
システムに学ぶ

• 2025.7.8 経済安全保障 産業・技術
基盤アクションプラン

• 2025.6.26 EU自動車部門行動計画

• 2025.6.18 EU政策の潮流と政策プロ
セス

22



EU ポリシーインサイト （最近の発行事例）
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EUグリーンディール

2026年６月 PPWR適用開始と日本企業への影響
2026年3月 EUサーキュラーエコノミー法提案
2026年1月 オムニバス法案パッケージ
2025年12月 低炭素燃料委任法令
2025年9月 合成燃料（e-fuel)の取組
2025年6月 オムニバス法案パッケージ
2025年4月 クリーン水素の定義と認証
2025年2月 欧州水素銀行
2025年1月 欧州ELV（廃自動車）規則案の概要
2024年11月 EU水素政策入門
2024年7月 EU エコデザイン規則（ESPR）発効

 

EUデジタル政策

2026年1月 EUデジタル・オムニバス立法パッケージ
2025年10月 EUデジタルネットワーク法
2025年6月 EUのAI大陸行動計画
2025年3月 EUの汎用AI実施規範
2024年11月 EU 製造物責任指令-既存EU法見直し
2024年8月 EU のサイバー・レジリエンス法
2024年5月EU人工知能法（AI Act）
2024年4月EUの経済安全保障政策とデジタル技術



（参考）田辺のコラム
• 2026.7 日EU防衛産業協力を活かし日本の防衛力強化を(RIETI)

• 2026.6 バッテリーに関する最新動向と日EU協力の可能性ー日EU競争力アライアンスの一環と
して（エネ研）

• 2026.6 DFFTに向けて日本はAPECを中心にデジタル貿易の望ましいルール作りを主導せよ
(RIETI)

• 2026.5 米国大使館ラウンドテーブル [エネルギー危機対応のための日米パートナーシップと
日本の役割」(エネ研）

• 2025.10 欧州イノベーション・エコシステムに学べ(RIETI)

• 2025.5 米国大使館ラウンドテーブル “Powering the Tech Revolution: Meeting the Increased 
Energy Demand”」（エネ研）

• 2025.4“Carbon Pricing, CBAM and Green Transition”「CBAMを機に日本はEUとともに世界の炭
素市場形成をめざせ」（RIETI)

• 2025.4 第26回日・EUビジネス・ラウンドテーブル年次会合報告「進化する日本・EUパートナー
シップ：目指せ「ブリュッセル・東京効果」(RIETI)

24https://www.eu-japan.eu/ja/message-japan-side-managing-director
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